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資料１ 

【趣旨】 

この計画では、犯罪を防止するための活動や犯罪の防止に配慮した環境の整備などの

犯罪を誘発する機会を減らすための施策を推進することにより、犯罪被害に遭う市民を

一人でも少なくするとともに、市民の犯罪遭遇に対する不安感の軽減を図ります。 

また、不幸にして犯罪の被害に遭った人々に対して、その権利利益の保護が図られ、

再び平穏な生活を営むことができるような支援を行うことにより、誰もが暮らしやすい

まちの実現を目指します。 

なお、計画の推進にあたっては、「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関す

る条例」における基本理念を踏まえ、景観や環境、プライバシーなどの他の分野に与え

る影響等に十分配慮します。 

 

【各委員からの意見】 

● 基本目標は、一言で表現しなければならない部分なので、事務局案で良いと思う。 

● この計画は、条例に基づき安全で安心なまちづくり等を総合的かつ計画的に推進する

ためのものであるということを念頭におき、目標の設定や体系づくりを進める必要が

ある。 

● 犯罪者を生まない施策も重要であることから、「犯罪のない安全で安心な心豊かなま

ちの実現」としてはどうか。 

● 子どもの犯罪が増えている原因の一つを人間性の問題と考え審議することは、非常に

大切なことではあるが、問題が深くて難しいと思う。 

● 教育などの他分野にかかるものは、それぞれの計画で推進してもらうとともに、この

計画において関連性をもたせ、協議しながら目標を達成する方法もある。 

● 基本計画についての審議にあたり、他の計画との関連性を盛り込むということになる

と、この審議会が考えなければならない範囲を明確にする必要がある。 

● 「暮らしやすい」という表現は、景観や環境、プライバシーだけでなく、もう少し範

囲が広がると思う。 

● 「暮らしやすいまち」という表現は、経済的な豊かさを連想してしまう。 

● 「暮らしやすいまちの実現」というのは、市民、事業者、市の三者の連携協力が不可

欠で、基本目標にもこの点を盛り込むと良いかもしれない。 

● 全体で連携の強化を図る意味で、「安全で安心なまちの実現のための連携の充実」は

どうか。 

 

【審議会としての意見】 

基本目標  

犯罪のない安全で安心な暮らしやすいまちの実現 
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資料１ 

● 「暮らしやすいまち」の表現については、第４回審議会において審議、決定する。 

【趣旨】 

戸締りの徹底や車の施錠、防犯用品の携帯など市民が意識することで実践できる防犯

対策は、安全で安心なまちづくりを推進するための基本的な取組となります。 

「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する条例」第４条では、「市民は、

安全で安心なまちづくりについての理解を深め、自らの安全の確保に努める」と規定さ

れています。 

市民一人ひとりが防犯への関心を持ち理解を深め、自ら進んで対策を行うことで、身

近な所で起きやすい犯罪の被害を防ぐことができます。 

また、このような防犯意識の定着は、地域全体の安全確保に対する意識の高まりにつ

ながり、地域活動参加への契機ともなります。 

そこで、このような市民の取組が積極的に行われるように、次の３つの視点から施策

を展開していきます。 

 

【現状と課題より】 

●窃盗犯などの誰もが被害に遭うおそれがある身近な犯罪が大半を占める。 

●犯罪被害の実態が広く伝わらないと防犯意識は高まらない。 

●犯罪に対する情報量が不足していると感じている人が半数以上いる。 

●地域の犯罪情報について、住民に周知できる情報網の整備が必要である。 

●子どもを狙った事件が年間 1,000 件近く発生している。 

 

１ 防犯意識を高める広報啓発 

市内で発生する犯罪の多くは、日常生活で誰もが被害に遭うおそれがある空き巣や

車上ねらいなどの窃盗や、振り込め詐欺といった身近な犯罪です。 

そうした犯罪への遭遇を他人ごとだとは考えず、「自分の安全は自ら守る」という意

識を醸成するとともに、犯罪のない安全で安心なまちづくりに関する理解を深めるよ

う、各種イベントの開催や啓発などを通じて防犯意識の高揚を図ります。 

基本方針１ 

自らの安全を確保するため、市民一人ひとりの防犯に対する関心を高める 

１ 防犯意識を高める広報啓発 

２ 防犯力を高める情報の発信 

３ 子ども等の防犯力の育成 
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資料１ 

また、市民一人ひとりが、日頃から戸締りや施錠など誰でも簡単に取り組むことが

できる防犯対策の周知を徹底するとともに、より防犯性の高い対策にも取り組めるよ

う、防犯に関する知識や技能を習得できる機会を創出します。 

(具体的施策の例) 

 ・シンポジウムの開催 

 ・パネル展の開催 

・出前講座の充実 

【各委員からの意見】 

● 広く市民の防犯意識を高めるためにも、出前講座を積極的に実施していく必要がある。 

● 犯罪のほとんどは、新聞紙上などによりセンセーショナルな部分しか伝わらないので、

犯罪は身近に起こり得るということを周知する必要がある。 

● 被害者のつらい体験や状況を広く市民に伝えることにより、いつ自分の身が犯罪に巻

き込まれるかもしれないと考えるようになると、防犯にもつながっていくと思う。 

● パネル展には、防犯に関心がある人は見に来ると思うが、一般的な人は中々足を運ば

ないと思うので、そういった人たちへの意識啓発についても考える必要がある。 

 

２ 防犯力を高める情報の発信 

市民が自らの安全を確保する上で、基本のひとつとなるのが犯罪に関する情報です。

これらの情報を様々な媒体を通じて発信することにより、広く市民の注意が喚起され、

犯罪を誘発する機会を減らすことができます。 

そこで、市民の知りたい情報が手軽に入手し効果的に提供できる体制整備を進める

ことによって、市民一人ひとりの防犯力の向上を図ります。 

(具体的施策の例) 

 ・行政職員等を装った不審電話及び不審訪問への注意喚起 

・犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する広報紙の発行 

・地域防犯ホームページの充実 

【各委員からの意見】 

● 防犯情報などがいち早く入手できるようになれば、活動にも効果的に生かすことがで

きる。 

● 道警が発信している「ほくとくん防犯メール」は、一番タイムリーな情報であり、こ

うした情報を市民自らが吸い上げていくことが大事である。 

● 情報量が増えると、他地域での衝撃的な事案について過敏に反応したり、身近な事案

に注意がいかなかったりと、逆効果にもなりかねないので、情報の選択や整理の仕方

なども指導していく必要がある。 

● 危険箇所や犯罪遭遇に関する情報などを受け付ける窓口を設置し、そうした情報を広
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資料１ 

く周知することで、市民は防犯について主体的に考えるようになると思う。 

● 情報提供について、犯罪の被害に遭いやすい高齢者は、インターネットをあまり利用

しないので、様々な発信手段により誰もが情報を得られるようにする必要がある。 

 

３ 子ども等の防犯力の育成 

 「札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例」第 23 条では、「市民及び

市は、地域において、子どもが自分自身を守る力をつけることができるよう、必要な

支援に努める」と規定され、地域における安全安心を子どもに保障しています。 

子どもや高齢者、女性などが狙われやすい犯罪も多いことから、そうした犯罪の被

害に遭わないために、防犯力や危機回避能力を習得することができる機会を創出しま

す。 

特に、子どもは、成長・発達段階によっては、保護者を通じて学ぶ機会も多いこと

から、保護者に対する理解の促進を図ることによっても、子どもが防犯力を高めるこ

とができるように支援します。 

 (具体的施策の例) 

・地域安全マップの作成支援 

・老人クラブ連合会への情報提供 

・保護者への不審者情報等の提供 

【各委員からの意見】 

● 高齢者は犯罪に巻き込まれやすいので、集中的に出前講座を実施してほしい。 

● 保護者を通じて子どもを守る機会も多いと思うが、学校などで守る機会も多いと思う

ので、その辺も触れていくと保護者と学校が連携できると思う。 

● 保護者を通じた防犯力の育成も重要であるが、集団という学校で訓練したり実践する

ことが一番効果的である。 

● 子どもや保護者に対し、実際の事件に近いような形の疑似体験を通して、防犯力を高

めていくことも必要である。 

● 学校や保護者の中には、防犯や犯罪のことに関心がなく、子どもの安全についても人

任せのような方が多いように思える。 

● 授業の一環として、先生と子どもが防犯ＤＶＤを視聴し防犯力を高めることも良いと

思う。 

 

【審議会としての意見】 

● 事務局案どおりとするが、方針の表題を分かりやすくするために、「自らの安全を確

保するため、市民一人ひとりの防犯に対する関心を高める」と改める。 
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資料１ 

【趣旨】 

安全で安心なまちを構築するためには、市民一人ひとりが、防犯に対する意識を高め、

自らの安全を確保することの大切さが広まると同時に、地域全体が、お互いに協力し、

支え合うことが求められます。 

「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する条例」第４条では、「市民は、

相互に協力して地域における安全で安心なまちづくりを行うよう努める」と規定されて

います。 

例えば、地域や団体でパトロール、子どもの見守りのような防犯活動に取り組むこと

で、地域で起きる犯罪を未然に防止する効果が期待できます。 

さらに、地域全体で課題を共有し、その対策を連携・協力して講じていくことで、連

帯感やお互いが支え合う意識が育まれ、それにより生まれた人と人との自然なネットワ

ークは、地域コミュニティを育成し、犯罪の発生する機会を減少させるとともに、万が

一犯罪に遭遇した場合には被害の拡大を最小限に止めることにもつながります。 

また、誰もが安心して暮らせるまちを目指すためには、不幸にして犯罪の被害に遭っ

た場合にも、再び平穏な生活を営むことができるような支援を行う必要があります。 

そこで、こうした活動が積極的に行われるように、次の４つの視点から施策を展開し

ていきます。 

 

【現状と課題より】 

●地域防犯活動に参加したことがある人は２割に満たない。 

●地域防犯活動団体間で取り組みに格差がある。 

●犯罪や不審者情報の減少は、各地区でみんなが協力し活動している成果である。 

●子どもが犯罪の被害に遭うだけでなく、加害者になる場合もある。 

●犯罪被害相談のうち、最も多いのは性犯罪である。 

 

１ 地域における防犯活動の促進 

「地域の安全は地域で守る」という意識に基づき、住民自らが、地域の実情に応じ

基本方針２  

みんなの暮らしを守るため、お互いに協力し支え合う 

１ 地域における防犯活動の促進 

２ 協働による連携体制の充実 

３ 地域と一体で子ども等を見守る 

４ 犯罪被害者等への支援 
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資料１ 

た活動目標を設定したり、手法を選択するなどして、積極的に地域防犯活動に取り組

むことができるような仕組みづくりを進めます。 

また、必要に応じて、地域防犯活動に要する用品や資金などを支援することにより、

各団体の活動の活性化及び継続化を図ります。 

 (具体的施策の例) 

・地域防犯活動に関する制度の創設 

・市民まちづくり活動促進基金（さぽーとほっと基金）による助成 

・元気なまちづくり支援事業によるパトロール用品等の提供 

【各委員からの意見】 

● 地域防犯については、確かに盛り上がりをみせているが、市民の意識はまだ低く参加

者も少ない。 

● 参加の意向を持っている人に対して、まずは出来る範囲のことから取り組んでもらう

ために、どのように動機付けしていくかが重要である。 

 

２ 協働による連携体制の充実 

「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する条例」第 11 条では、「市は、

安全で安心なまちづくりに関する市民等の連携を推進するため、協議会等の必要な体

制を整備する」と規定されています。 

犯罪のない安全で安心なまちづくりを効率的かつ効果的に推進していくために、市

民や関係機関等との連携体制を整備し、相互に情報を共有するとともに、必要な対策

を検討します。 

 (具体的施策の例) 

・各区ネットワーク会議の設置 

 ・北海道警察・札幌市行政連絡会議の開催 

 ・北海道犯罪のない安全で安心な地域づくり推進会議への参加 

【各委員からの意見】 

● 各団体がお互いに尊重して対等の立場で取り組みにあたることが大事である。 

● 地域防犯活動団体間の情報交換はとても有意義なことであり、各区のネットワーク会

議の設置など、市には各団体をつないでいく役割を担ってほしい。 

 

３ 地域と一体で子ども等を見守る 

  「札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例」第 23 条では、「市民及び

市は、地域において、子どもを見守り、子どもが安全に、安心して過ごすことができ

るよう努める」と規定されています。 

  犯罪のない安全で安心な暮らしやすいまちの実現に向けては、子どもをはじめとし
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資料１ 

た防犯上、配慮を要する人への支援や思いやりが必要となります。 

  そのために、地域全体で、そして地域間相互の連携で、子どもや高齢者を犯罪から

守るとともに、子どもの健全な育成に資する活動を促進します。 

 (具体的施策の例) 

・公用車によるパトロール 

 ・青少年を見守る店事業 

 ・民生委員研修会の開催 

【各委員からの意見】 

● 地域の中に拠り所がなかったり、人間関係が十分つくられていないために、高齢者が

孤立する機会が増えることによって、万引きなどの犯罪にかかわることが指摘されて

いる。 

● 孤立の一番の問題は、犯罪の被害に遭いやすいことで、孤独を何となく意識している

うちに、優しくしてくれる人を受け入れ詐欺に遭い、さらには騙されていることに気

づかない人が多い。 

● 子どもも地域から孤立して生活する場面が多く、留守家庭児童や学童保育の問題が話

題になるが、高齢者も同様に地域から孤立しがちな生活をしてしまう機会が増えてい

て、住民の中では、自宅開放型のサロン活動や集会施設などにおいての会食、お茶会

のような取り組みが増えている。 

● サロン活動などは、自主的に取り組めばよいということではなく、地域にそうした場

をつくっていくことを呼びかけていくことが重要で、行政の協力体制が不可欠である。 

● 孤立は、自覚的に外出する意識も重要だが、声をかける人や出かける先も必要であり、

孤立防止のための活動についても、基本施策に明確に位置づける必要がある。 

● 子どもが安心して過ごせるためには、犯罪に遭わないように見守るだけではなく、将

来的に犯罪の加害者にならないように、地域で子どもたちが健全に育っていくことを

見守ることも大事である。 

● 福祉のまちづくりや地域安全マップなどの取組、地域の組織団体が協力することで、

犯罪被害を予防できると思う。 

 

４ 犯罪被害者等への支援 

「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する条例」第 12 条では、「市は、

犯罪被害者等の権利利益の保護を図るため、犯罪被害者等基本法に基づき、関係機関

との連携を図りながら、情報の提供、相談、広報、啓発その他の必要な支援を行うも

のとする。」と規定されています。 

犯罪被害者等は、心身や財産への直接的な被害に加え、精神的な後遺症や社会から

の孤立、プライバシーの侵害、経済的困窮など、多岐にわたる問題を抱えています。 
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こうしたことから、不幸にして犯罪の被害に遭った人々に対し、その権利利益の保

護が図られるよう支援します。 

(具体的施策の例)  

● 総合的対応窓口の設置 

・ 総合的対応窓口の設置 

・ 相談窓口における二次被害の防止 

● 犯罪被害者等の生活の安定及び被害からの回復の支援 

・ 庁内関係課との連携 

・ 被害者の状況に応じた行政サービスの提供 

● 市民理解の促進 

・ 広報啓発 

・ ホームページの作成 

● 関係機関・団体との連携の促進 

【各委員からの意見】 

● 犯罪被害者への支援については、声をかけることが傷になる場合もあれば、黙って見

ていることが傷になることもあり、非常に難しく、地域のコミュニティが健全なもの

でなければ、かえって二次被害を与えることになる。 

● 自分の家庭が、いつ犯罪被害に遭っても不思議ではないということを踏まえながら、

柱を考えるべきである。 

● 犯罪被害者等への支援について、市民理解の促進は、被害者に対しての意味もあると

は思うが、総合的対応窓口の設置、生活の安定及び回復の支援、関係機関団体との連

携促進などの被害者に対する支援的要素の強いものとは分けて考えていくほうが良

いと思う。 

 

【審議会としての意見】 

● 事務局案どおり 
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【趣旨】 

犯罪のない安全で安心なまちづくりの推進にあたっては、個人や地域での防犯活動な

どのソフト的な対策と併せて、環境整備などハード的な対策も重要となります。 

「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづくり等に関する条例」第 10 条では、「市は、

犯罪の防止に配慮した公共施設の整備又は管理を行うよう努める」と規定されています。 

見通しの悪い場所や暗い場所の環境を改善したり、割れ窓理論の観点から、美化活動

などにより美しい街並みを維持することで、犯罪を誘発する機会を減らすことができま

す。 

また、建物の出入りを管理することで、犯罪者が被害対象に接近しにくくしたり、防

犯性能の高い建物部品を使用することによって、物理的な強化を図り、犯罪の被害対象

となる可能性を回避することができます。 

そこで、こうした取組を推進するために、４つの視点から施策を展開していきます。 

 

【現状と課題より】 

●自転車盗や車上ねらいなどの街頭犯罪が多い。 

●路上での犯罪遭遇に対する不安感が高い。 

●犯罪防止に配慮した環境の整備を求める声が高い。 

●街路灯の管理なども市と地元が連携していくことが大事である。 

●公園は危ないから行かせたくないという親が結構多い。 

 

１ 犯罪の防止に配慮した公共施設の整備等 

  明るく見通しの良い道路や公園、施設などの公共空間の安全確保は、行政が担うべ

き大きな役割のひとつです。 

新たに施設を整備したり、既存の施設を維持管理していくにあたっては、防犯の視

点を持ちながら、国や北海道が定めた各種基準・指針を参考として進めていきます。 

  また、地域から危険箇所の改善要望があった際は、速やかに現地確認し、整備等の

必要性の判断に努めます。 

基本方針３ 

犯罪が起きにくいまちをつくるため、環境の安全性を高める 

１ 犯罪の防止に配慮した公共施設の整備等 

２ 市民自らが行う環境整備の促進 

３ 子ども等の安全に配慮した環境整備 

４ 地域の特性・実情に応じた環境改善 
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 (具体的施策の例) 

 ・植栽設計基準及び樹木の取扱指針による都市公園の防犯環境整備 

 ・街路灯の整備 

 ・駅構内及び地下鉄車内の巡回警備 

【各委員からの意見】 

● 自転車盗の防止として、駐輪対策が必要だと思う。 

● 公園づくりのワークショップにおいて、防犯について議論されることもあるが、それ

は最初からプログラムされたものではなく流れの中で出てきたものであるので、整備

の一つの要素として予め位置づけておくことが大事である。 

● 防犯の観点について議論され完成した施設は、その後において、地域側に防犯活動を

誘発していく起爆剤にもなると考えるので、環境整備は非常に大事なことである。 

● 公共施設を整備する際は、防犯の考え方を組み込んだ上で進めていくべきだと思う。

条例が施行されたことで、安全安心という側面を強調できると思う。 

● 公園の防犯となると、木々の伐採による見通しの確保という話が中心になるが、公園

にコミュニティができ、人の目が行き届くということによる防犯もあり、そうした視

点から公園整備していくことも必要である。 

● 環境整備というと、ハード問題だと考えがちだが、防犯の観点からいうと、むしろソ

フトの問題を考えていくことが大事である。 

● 新設や再整備だけでなく既存の施設についても、防犯上の問題について、できるだけ

考えていく必要がある。 

 

２ 市民自らが行う環境整備の促進 

  市内で多く発生している犯罪のひとつである侵入盗は、建物の所有者が犯罪の防止

に配慮して、整備や管理を行うことで、被害を回避する可能性が高まります。 

  防犯性能の高い建物部品や防犯設備などの有効かつ適正な活用に向け、必要な情報

や知識の普及を図ります。 

  また、地域によって犯罪者の接近を妨ぐための環境整備が図られるよう必要な支援

を行ないます。 

 (具体的施策の例) 

・分譲マンション管理基礎講座（防犯）の実施 

 ・私設街路灯設置等への補助 

 ・防犯カメラガイドラインの普及 

【各委員からの意見】 

● 市民が防犯旗の設置などの環境整備を行う際は、設置ルールなどについて市の配慮も

ほしい。 
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● 学校の明かりや門灯、企業看板などは、夜道の安全性を高める役割が期待できるので、

経費や環境への影響があるものの、そうした取り組みが広まることは良いと思う。 

● 市民が自ら携わることで、環境整備は当然ですが、同時に防犯意識の高揚にもつなが

ると思う。 

 

３ 子ども等の安全に配慮した環境整備 

  学校や子どもが日常的に利用する機会の多い施設などの安全対策は、子どもが安全

に安心して育ち学ぶうえで、必要不可欠です。 

  学校施設内や通学路などにおいて、死角の排除や不審者の侵入防止など生徒児童の

安全確保を図り、子どもが安全に安心して育ち学ぶことができる環境整備を進めます。 

  また、その他防犯上、配慮を要する人が安全に安心して利用できる環境づくりも併

せて推進します。 

 (具体的施策の例) 

 ・全小中学校における遠隔操作錠の設置 

 ・スクールガードの配置 

 ・女性と子どもの安心車両の導入 

【各委員からの意見】 

 

４ 地域の特性・実情に応じた環境改善 

犯罪傾向や地域課題は、歓楽街や商店街、住宅街などの街並みや住民構成などの特

性により様々です。 

特に東京以北最大の歓楽街である薄野地区は、組織犯罪や凶悪犯罪などが数多く発

生している地域であることから、薄野地区の安全安心を確保するため、官民協働によ

る一体的な環境改善を進めていきます。 

また、市内には約 2,000 人の暴力団員がおり、歓楽街などに事務所を構えて、不当

要求や違法営業などの活動を行っているといわれます。市民生活に多大な被害と不安

を与えるこれらの行為を排除するため、官民協働により暴力のない環境づくりを促進

します。 

 (具体的施策の例) 

・薄野地区での青色防犯灯設置実験事業 

 ・（通称）ススキノ条例の運用 

・札幌地区暴力追放センターへの活動支援（補助金） 

【各委員からの意見】 
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【審議会としての意見】 

● 事務局案どおり 
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①基本方針のあり方 

【各委員からの意見】 

● 自己防衛に関する方針１、地域防衛に関する方針２、環境整備に関する方針３に加え、

協働を基本方針に掲げることも検討してはどうか。 

● 基本施策の中に連携の充実化が明記されているが、別立てした方がインパクトが強い。 

● 連携については、基本方針に掲げるとかえってややこしい感じがし、事務局案にある

ように基本施策の一つとして位置づけることで十分だと思う。 

 

【審議会としての意見】 

● 事務局案どおり 

 

②基本施策のあり方 

【各委員からの意見】 

● すべての基本方針の中に「子ども」に関する基本施策が入っているが、方針２の「子

ども等を見守る」と方針３の「子ども等の安全を守る」は似たような感じもし、まと

めても良いのではないか。 

● 「子ども等」は、高齢者も含め、比較的弱い立場の方を意味していると思われ、そう

いう人たちの安全を見守るのは大事なことだと思う。 

● 「弱者」という言葉は使いたくないので、「子ども等」という表現はやわらかくて良

いと思う。 

● 「子ども等」に高齢者なども含まれているなら、「子どもや高齢者」と表現してはど

うか。 

● 子どもと高齢者に限定すると、体や心に障がいを持っている方などが入らなくなる。 

● ３つの方針全部に子ども等に関する施策があるのは、子ども等を犯罪から守ることが

大事だということを強調するためと思われ、表現を整理すれば問題ないと思う。 

 

【審議会としての意見】 

● 事務局案どおりとするが、施策の違いを明確にできるように表題を整理する。 

その他基本方針及び基本施策の全般 

69



資料１ 

【主旨】 

 基本目標の達成に向けて、効果的かつ着実に計画を推進するための体制を構築すると

ともに、適切な進行管理に努めます。 

 

１ 全市的な推進体制 

  地域の代表者や北海道警察、関係団体などから構成される協議会を設置し、犯罪発

生時における迅速かつ的確な情報の共有や必要な対策の検討を行います。また、協議

会の構成員による日常的な取組や意見交換を定期的に行うことによって、計画に基づ

く施策や地域活動を総合的に推進していきます。  

【各委員からの意見】 

● 計画を総合的かつ計画的に推進するためには、協働の取組を進められるようなものを

位置づける必要がある。 

 

２ 全庁的な推進体制 

  犯罪のない安全で安心なまちづくりの取組に関係する部長職で構成する「犯罪のな

い安全で安心なまちづくり等庁内推進会議」を設置し、庁内関係部署の情報共有を図

るとともに、全庁一体となって施策を展開します。 

【各委員からの意見】 

● 公共施設の整備は、複数の部局がかかわることもあると思うので、情報共有を図り一

体となった対応をお願いしたい。 

  

３ 計画の進捗管理 

  学識経験者や公募市民などから構成される「札幌市犯罪のない安全で安心なまちづ

くり等審議会」において、計画に基づく施策の実施状況を定期的に検証評価するとと

もに、新たな施策や計画の見直しの必要性などについて審議します。 

【各委員からの意見】 

● 計画を総合的かつ計画的に推進するためには、計画をモニタリングする委員会のよう

なものを位置づける必要がある。 

 

計画の推進 

１ 全市的な推進体制 

２ 全庁的な推進体制 

３ 計画の進捗管理 
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【審議会としての意見】 

● 事務局案どおり 
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